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事務事業

№/名　称

主管課 関連課

分野名

目標

（目標値）

人口等の データ区分

データ 人　　　口

世　帯　数

運営資源 決算値

状　　　況 （国　・　県）

（負担金等）

（一般財源）

人員配置数

人 件 費

協　働　の

パートナー 実績値

事務事業

運営経費

市民１人当

りの経費

対象者１人

当りの経費

団体名

評価結果 改善の必要性

平成　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年度事務事業評価シート

□サービス部門

■支　援　部 門
総務－２７　固定資産税等賦課事務

指標と評価

176,484人176,669人 ・各年4月1日
（住民基本台帳）77,430世帯78,131世帯

ザイムスコード及び個別事業名

608 固定資産税等賦課事務

資産税課

行財政運営

地方税法で定められた評価基準に基づき評価額を算定し適正な課税を行う。

備　　考２０年度２１年度

228,736千円

93,132千円 

◎目標を達成　○目標に向かって前進　△横ばい　×後退

指標

評価 ◎

更正件数の削減

20年度

目標値

21年度

総事業費

51,742千円 

（21年度事務事業を実施するうえでの課題・問題点は、どのようなことでしたか）

23年度

380

263

500

500

500

500

（1）　一部家屋の評価誤りに関して、修正プログラムを作成し更正と過誤納金の還付等を実施した。
（2）　家屋評価に関して、所有者への連絡調整を集中管理し、地区担当職員が建物内部調査に専念
　　　できるようにして、効率的な調査の実施に努めた。
（3）　償却資産に関して、一定の職員が専任的に業務にあたれるよう、各職員が時間外勤務等で、
　　　フォローするなどした。創意・工

夫・課題等
改善状況

課題・問題
点

創意・工
夫・課題等
の改善点
21年度の

成果

未解決の課
題・問題点

今後の方針
（対応・改

善）

22年度

280,478千円

1,589円

331,949千円

1,879円

福谷　日登志

有

課長名

二次評価（部長評価）

部名・部長名

　公正で適正な課税を目標に、税基幹シ
ステム更新、拡充整備を積極的に進め
るとともに、コンプライアンスの徹底、職
員の専門性を高めるなど、市民からの
信頼が得られるよう努力していく。

総務部・小村　亮一

Ａ

一次評価（課長評価）

A:充実又は拡大　　B:現状のまま継続　　C:統合又は縮小　　D:廃止又は休止　　E:事業完了

（課題・問題点についてどのような創意工夫、改善をしましたか。また、どのような成果がありましたか）

　ベンチマー
ク（県内外自
治体や民間
団体との比

較値）

　担当職員の現地調査に基づく評価によ
り課税されること、また評価自体が複雑で
あることから、税基幹システムの適宜更
新や評価システムを積極的に活用して、
公正で適正な課税に努めていきたい。

（1）　建物内部調査に関して、継続して丁寧な説明をもって理解を求めていく。
（2）　償却資産の現地調査に関して、専従人員の配置を希望するとともに、引き続き外部委託の可能性を含め
　　　現状の配置人員での実施について検討を重ねる。
（3）　税基幹システムの更新に関して、業者による説明会やデモの実施を通して、導入する機種・機能を検討す
る。

最終年度
（　　年度）

Ａ

改善の必要性

有

評価結果

（21年度事務事業の取組において対応（解決）できなかったものはどのようなことですか）

（1）　建物内部調査に関して、理解の得られないケースもある。
（2）　償却資産業務に関して、現地調査に当たる十分な専従人員が確保できない。
（3）　税基幹システムの更新に関しての検討。

22

（上記対応できなかった課題・問題点について今後どのように対応（改善）していきますか）

（1）　一部家屋の評価誤りの更正と過誤納金の還付等と処理プログラムの作成
（2）　家屋評価に関して、所有者への連絡調整と速やかな建物内部調査の実施
（3）　償却資産に関して、未申告者の把握と申告を促し現地調査するための専従者の確保
（4）　税基幹システムの老朽化への対応

93,132千円

25.0人

238,817千円

51,742千円

25.0人


